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        香港税務局、実務解釈指針第55号「研究開発費の損金算入」
（DIPN第55号）を公表 

香港税務局（IRD）は、香港における研究開発（R&D）の優遇税制に関する実務解釈指針
（DIPN）第55号を公表した。DIPN第55号はR&D税制優遇措置に関するIRDの解釈指針、
優遇税制の実務上の対応及び文書化要件を定めている。 

2018/2019年度の税務申告（2018年4月1日以降発生した支出）より、適格R&D活動は、
タイプAの支出（100％損金算入）又はタイプBの支出（最初の2百万香港ドルは300％、それ
を超える残りの金額は200%損金算入）のいずれかに区分される。法律上の規定に関する詳細は
「香港タックスアラート第19回-香港の新研究開発制度が施行」を参照されたい。DIPN第55号の
詳細は以下のとおり。 

  適格R&D活動 

• 必要な要件を満たしたすべての業種において、R&Dに関する拡大損金算入が可能になる。 

• 適格R&D活動の主な要件定義として、「①知識拡大に寄与する自然科学または応用科学分
野の活動や、②商業化前における、新規の又は大幅に改良された材料、装置、製品、工程、
システム又はサービスへの研究成果の応用」が挙げられる。 

• この定義の範囲は広範に及ぶが、R&Dには少しでも付加価値のある改良を含む必要がある。し
たがって、「R&D活動」は、新しい製品及び新しい製造ラインを開発し、現在の生産体制の改善
を実施するために、将来に向けて実施する活動といえる。 

• 重要なことは、科学技術がすでに実現していても、その研究結果や成果が容易に利用可能でな
い場合（企業秘密など）、同様の進歩を達成するために実行されるR&D活動は、依然として「
科学技術の進歩」に該当する。 

• R&D活動のすべてを香港で実施することは求められていないが、香港で発生した支出のみが拡
大損金算入の要件を満たす。 

• 特許の登録は、R&D活動とみなすための前提条件には含まれない。 

サマリー 
香港税務局（IRD）が香港における
研究開発（R&D）の優遇税制に関
する実務解釈指針（DIPN）第55
号を公表した。納税者は、適格R&D
支出額の200％ないし300％の損金
算入が可能になる。DIPN第55号は、
R&D税制優遇措置に関するIRDの解
釈指針及び実務上の対応ならびに文
書化に関する規定を定めている。 
R&D活動は非常に広範にわたり、必
要な条件が満たされることを前提に、優
遇税制はすべての業種に適用される。
一方で、企業が適格R&D活動を「事
前に」識別し、プロジェクトの成果である
最新技術、知識の応用及び技術改良
などの内容を理解することが重要となる
。  
したがってR&Dを実施している企業は、
適格性を評価し、R&Dに関する損金
算入が可能となるように現時点でプロ
セスと手続を策定しておくべきである。 
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適格R&D支出 

• 人件費、消耗品費及び「指定研究機関」に対する支出のみが、拡大損金算入の適格要件を満た
す。IRDは、適格なR&Dスタッフの人件費とは、納税者の従業員に関する人件費であると考えてい
る。 

• 関連企業の人件費は、適格R&Dのコストには含まれない。一方で、「派遣契約」が存在する場合
、そのコストは含まれる。納税者の従業員ではない専門コンサルタントへの支払いは、拡大損金算
入としては取り扱われない。 

• 費用分担契約（Cost Contribution Arrangements; CCA）に従って発生する支出は、以下
のような様々な条件を満たす場合には損金算入の要件を満たす。 

- 企業はCCAに定められるR&D活動から相応の利益を享受する 

- それぞれの参加者がR&Dプロジェクトに積極的に参加している 

- CCA参加者の間で権利を共同所有している 

• （香港の指定研究機関以外の）外部の請負業者に対する支払いは拡大R&D損金算入の要件
を満たさない。 

 

文書化 

• DIPN第55号は、文書化規定も合わせて定めている。文書化規定には以下の項目を定めるプロ
ジェクト立案資料も含まれる。 

- R&Dの目的 

- R&Dプロジェクトの成果と商業化の成果との関連性 

- 知識に関する現況 

- プロジェクトに関し予測される技術的な困難 

- プロジェクトの構造 

- 人員配置やリソースの専門知識経験に関する注記 

• プロジェクトが展開するのに合わせて、納税者は以下のものを作成保管する。 

- 研究結果に関する文書 

- 開発に関する不確実性及び技術的な困難に関する注記 

- 提出特許の詳細（存在する場合） 

- 内部の進捗報告書 

• R&D支出に関し、IRDは以下の根拠資料を求めている。 

- 外部委託した活動について、契約の締結及び支払いの証拠 

- 社内人件費について、資格の詳細、雇用契約、給与支払記録及び（非常勤職員の）タイ
ムシート 

- 消耗品に関する請求書 

   香港タックスアラート (第5回) 
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KPMGの所見 

DIPN第55号により、拡大損金算入制度における適格R&D活動の性質及び関連する
R&D支出が明確化された。この定義の範囲は広範囲に及び、必要な条件が満たされる限り
、すべての業種において優遇税制を適用できる。 

優遇税制適用のためには、企業が適格となるR&D活動を「事前に」識別し、プロジェクトの成
果である最新技術、知識の応用及び技術改良などの内容を理解することが重要になる。企
業は、適格R&D活動を識別し、それらを、主要な研究に結びつかない通常のビジネスや間接
的な活動と区別しなければならない。 

活動が適格R&Dとなるかどうかの判断は、特定の活動に関連する事実に左右され、個別に
評価しなければならない。企業がそうした活動に関して作成保管する文書は、IRDによる今
後の税務調査に備えるために極めて重要となる。DIPN第55号に含まれるケース・スタディは、
企業が拡大損金算入の適格性を判断する際に役立つ。したがって、R&Dを実施している企
業は、適格性を評価し、R&Dに関する損金算入が可能となるように現時点でプロセスと手続
を策定しておくべきである。 

お問い合わせ及びサポートは、貴社の税務アドバイザーまたはKPMGの税務アドバイザーまで
ご連絡ください。 
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